	総務委員会会議録要旨

	開会日
	平成25年6月17日（月）午前10時00分

	閉会日
	平成25年6月17日（月）午前11時09分

	場所
	長久手市役所西庁舎　第7・8会議室

	出席委員
	委 員 長　　じんの和子
副委員長　　青山直道
委　　員　　加藤和男　　　さとうゆみ　　　正木祥豊
　　　　　　水野竹芳　　　水野とみ子

	欠席委員
	な　し

	欠員
	な　し

	会議事件のため出席した者の職氏名
	市長　　　　　　　田一平　　
たつせがある調整監 鈴木　裕　 特命係長　　　名久井洋一

企画部長兼市民協働課長　水野正志

企画政策課長　　　加藤正純　　課長補佐　　　飯島　淳

市民協働課長補佐　浦川　正　　協働係長　　　福岡弘恵

総務部長　　　　　川本　忠
財政課長　　　　　福岡智浩　　財政係長　　　井上隆雄　
福祉課長　　　　　中西直起　　
子育て支援課長　　福岡隆也　　課長補佐　　　山端剛史

専門員　　　　　　岡藤彰彦
健康推進課長　　　中村美枝　　

健康増進係長兼母子保健係長　　遠藤佳子
土木課長　　　　　加藤　明　　課長補佐　　　矢野克明

教育文化部次長兼教育総務課長　布川一重　　

課長補佐　　　　　日比野裕之
計　21人

	職務のため出席した者の職氏名
	副議長　　　　　　加藤　武
議会事務局長　　　野田和裕　　局長補佐　　　貝沼圭子

	会議録
	別紙のとおり


別紙

委員長　　　　開会宣言
議案第40号

財政課長　　　議案第40号　平成25年度長久手市一般会計補正予算（第1号）について説明

加藤委員　　　４款衛生費　成人風しんワクチン接種助成金の県・市の負担はどのようか。また、積算根拠を伺う。
健康推進課長　本市では全額助成とし、県の助成金2,500円を除いた額を助成する。対象者の年齢制限はなく、妊娠を希望する女性とその配偶者及び妊娠中の女性の配偶者とし、女性1,082人、男性90人で積算した。
加藤委員　　　申請が予算額を超えた場合は、補正予算とするのか。
健康推進課長　予算の範囲内でと考えている。風しんの流行は、例年秋ごろ落ち着くので状況を見て勘案したい。

青山委員　　　名古屋市のように風疹の抗体検査をして、抗体がない場合に限り助成するのか。

健康推進課長　抗体検査なしで助成する。
委員長　　　　確認だが４～６月に接種した人への助成はどのようか。

健康推進課長　接種時の領収書により申請を予定している。
加藤委員　　　７款土木費　幹線道路整備計画策定業の内容はどのようか。また、県道も対象か。

土木課長　　　県道は県が調査している。県道と市道の交わる交差点は、交通量によっては対象とする。
水野(と)委員　10か所で交通量調査等を行うとの説明だが、どの地点か。
土木課長　　　現時点では決まっていない。

加藤委員　　　９款教育費　３小学校のトイレ改修工事について。体育館トイレに無水便器を設置するとの説明があったが、非常時のみ無水トイレとして使用するのか。
教育総務課長　常時、無水トイレとして使用する
さとう委員　　プール横のトイレの老朽化が目立つが、今回の改修工事に含むか。
教育総務課長　含む。

さとう委員　　３款民生費　２項児童福祉費　次世代育成支援推進協議会委員報償金の減額があるが、委員は任期満了か。
子育て支援課長

　　　　　　　次世代育成支援推進協議会は、委員の任期満了前に廃止する。この協議会で所掌していたことは、子ども・子育て会議の所掌の一部となる。
さとう委員　　次世代育成支援推進協議会委員は、子ども・子育て会議の委員となるのか。

子育て支援課長

　　　　　　　一部の委員は、改めて子ども・子育て会議の委員になることもある。

水野(と)委員　委員構成はどのように考えているか。募集はいつ頃行う予定か。

子育て支援課長

　　　　　　　学識経験者のほか、保護者、福祉・保険・医療に関係する者、公募の市民の予定。公募委員の募集は、定例会閉会後の予定。

さとう委員　　２款総務費　緑地環境形成実証調査事業について。本市のほかに、県内で行っている例はあるか。
市民協働課長　全国で12自治体へ委託するもので、東海地方では本市のみである。

さとう委員　　事業の目的は何か。
市民協働課長　市街地遊休農地の活用を図ることが一つ。高齢者が生き生きした生活を送るためのツールとして使える方法を探りたい。
さとう委員　　所有者と使いたい人の仲介は、市が行うのか。

市民協働課長　所有者には、アンケート、ヒアリング等を行い意向確認の予定。将来的には法人格を持つ組織が運営することをめざしたい。

加藤委員　　　遊休農地の活用は、市街化区域、市街化調整区域の両方を対象にするのか。
市民協働課長　市内全体の遊休農地を対象とし、実際には市街化調整区域に遊休農地が多い。活動の中心的な場所は、市街化調整区域になると思う。
さとう委員　　２款総務費　地域共生ステーション整備費は、昨年度の当初予算では1,000万円×2か所の予算計上で、西小学校区と長久手小学校区の計画だった。長久手小学校区分の予算がなくなった理由は何か。

たつせがある調整監

　　　　　　　長久手小学校区では、まち歩きやワークショップ等を行ったが、議論が進まなかった。
さとう委員　　市長は選挙の際に、「小学校区単位に小さな行政、地域共生ステーションを創る」としている。今、検討している地域共生ステーションのどこが小さな行政にあたるのか伺いたい。

たつせがある調整監

　　　　　　地域の課題は、これまで市役所で対応してきた。これからは、地域ごとに地域の課題を考えてもらいたいと思っている。地域共生ステーションはこうだとガッチリ決めず地域ごとに決めてもらい、これまで行政が行ってきたことの一部を担ってもらうことになる。

加藤委員　　　ＪＡが耐震と内装工事を行い、その後で賃貸借契約を結ぶことを考えなかったか。内装工事後の契約とすればその分家賃が高くなるが、市が内装工事を行う場合とどちらが安く抑えられるのか。また、ワークショップでは参加者に補正予算の説明はしたのか。

たつせがある調整監
　　　　　　　物件を借りること、賃料の交渉が先行した。補正予算については、議案上程後報告した。今後はある程度の概算事業費を出してから説明、話し合いをしたいと思っている。
加藤委員　　　西小学校区の地域共生ステーションは、最初の地域共生ステーション開設となる。市内全域の人が使用できる場所にしてほしい。

たつせがある調整監

基本的にオープンスペースなので誰が来てもいい。

さとう委員　　西小学校区の人口は約8,000人であるが、ワークショップ参加は何人か。また、地域共生ステーションができることを知っているのは、何人程度ととらえているか。
たつせがある調整監

　　　　　　　平成24年11月から部会4回、打合せ3回で延べ100人程度の参加があった。どれだけの人が知っているのかについては把握できない。多くの方に知ってもらうため野菜市を行った。これは開設後も定例的に実施したいと考えている。今後は地域への回覧等周知に努めたい。
さとう委員　　地域共生ステーションは、使用料なしか。

たつせがある調整監

　　　　　　　専用部分は使用料を取ってもいいとの声もある。次回の会議で他市町の例を示すことになっている。

水野(竹)委員　長久手小学校区の地域共生ステーションはあきらめるのか。

たつせがある調整監

　　　　　　　小学校区ごとなので、６か所整備と考えている。

水野(竹)委員　あまりにも費用がかかる結果となったが、当初の整備費の積算は、きちんとしたのか。

たつせがある調整監

当初は、40坪程度の物件２か所で、坪25万円の整備として計上した。それが面積は104坪に、整備費も坪単価36万円となった。内装費のほかトイレの改修、窓の新設、天井の張り直し、労務単価の上昇等により、総額3,800万円の予算となった。
質疑及び意見を終了

討論

反対討論　なし

賛成討論

加藤委員　　　地域共生ステーションは、当初の地域の人が、地域の課題解決をするから変っていった。施設も市民が造るから市が提供し、市民が運営するものとなっていった。予算即ち税を投入するので、予算の使い方も考え、市民全体の地域共生ステーションとして使用できるようにしてほしい。
反対討論　なし

賛成討論

さとう委員　　地域共生ステーションの整備は、当初の想定から規模も開設維持費用も大幅増となった。多くの住民の積極的参加が進んでいない等懸念すべき点はあるが、使い方によっては市民にプラスとなる可能性があるので賛成とする。
議案第40号　平成25年度長久手市一般会計補正予算（第1号）については、全員が賛成。

議案第40号は、原案のとおり可決
議第41号

企画政策課長　議案第41号　長久手市部設置条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について説明

質疑及び意見は特になく、終了

討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第41号　長久手市部設置条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定については、全員が賛成。

議案第41号は、原案のとおり可決

委員長　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。
　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　　　　　　　異議なしのため継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
　　　　　　
委員長　　　　閉会宣言
　午前11時09分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成25年6月17日

総務委員会委員長　　
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